
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第40号 

答申番号：令和７年度答申第40号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

請求人は、次の事情を顧みずに自立支援医療（精神通院医療）（以下単に「精

神通院医療」という。）を不承認とした原処分は、違法又は不当であると主張し

ているものと解される。 

(1) 請求人は、令和４年以降、請求人が通院している医療機関（以下「現医療機

関」という。）において精神通院医療を利用し、おおむね月１回の頻度で継続

的に通院しており、国内外の周遊旅行の前及び帰宅直後にも通院しているので

あるから、治療及び精神通院医療の制度の利用を継続する意思は明確である。 

また、請求人は、令和７年においても現医療機関の医師（以下「本件主治医」

という。）の指示どおり３か月に１回の通院を継続していることから、継続し

た医療が行われているとは認められないという処分庁の判断は、客観的事実と

乖
かい

離している。 

(2) 請求人が治療を受けていた医師の急な退職のため、周遊旅行の直前に診察を

受けた初対面の医師に、帰宅時期が未定であることや次回の診察予約を取らな

い旨の了承を得ている。周遊旅行から帰宅後初めての診療において初対面とな

る本件主治医が作成した診断書（以下「本件診断書」という。）には、請求人

の診察回数や医師交代に係る記載がないことから、処分庁は、本件診断書の内

容について本件主治医に照会を行うことがより慎重で望ましい対応であった

にもかかわらず、本件主治医への照会を行わないまま原処分を決定しており、

この対応は、行政手続として慎重さをやや欠き、原処分の判断過程の適正性に

疑問を生じさせるものである。 

少なくとも正確な状況の把握とそれに基づくより適切な判断を行う機会を

逸した点で、原処分の手続には瑕疵
か し

がある。 

  (3) 処分庁が請求人の同意なく原処分を本件主治医に通知したことは、個人情報



の取扱いとして適切性を欠いているおそれがあり、原処分の手続的適正にも疑

義を生じさせるものである。 

２ 処分庁の主張の要旨 

本件診断書の記載からは、請求人においては、前医療機関通院時から内服が不

定期であり、また、現医療機関に転院した令和４年３月７日以降は長期にわたり

薬物治療が行われておらず通院頻度も６ヶ月に１回程度となっていることから、

請求人の精神障害が精神通院医療の対象となる「通院による治療を継続的に必要

とする程度の状態」であるとは認められない。北海道立精神保健福祉センター（以

下「センター」という。）は、本件診断書により精神通院医療を非該当であると

判定したのであり、この判定を受けて行った原処分は、適法かつ正当なものであ

る。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 原処分は、本件診断書に基づき、センターの審査判定を得た上で行われており、

法令等の規定に従い、適正に行われたものであるから、違法又は不当な点は認め

られない。 

２ 本件診断書によると、請求人の精神障害については、発症時及びこれまでの治

療過程においては本件診断書に記載された症状等が認められていたものの、本件

診断書の作成時においてはその症状等は消退しており、それは、継続的な治療に

より維持されていることによるものではなく、病状等がほぼ寛解状態にあること

によるものであることが認められる他、現在の通院頻度については、本件主治医

の指示に基づくものではなく、単なる経過観察に当たるということが認められ

る。 

センターは、以上のような本件診断書の内容から、請求人に対し精神通院医療

の支給について非該当と判定したものであり、当該判定に基づき原処分を行った

事が認められる。 

３ 請求人は前記第２の１のように主張するが、原処分がされた後の通院について

はその判断に影響を及ぼすものではなく、また、本件診断書には、精神通院医療

の対象となる状態像等の状況及び継続的な通院による精神療法や薬物療法が行

われているかが明確に記載されていることから、記載内容の背景等について解釈

を行う必要はない。加えて、原処分がされた後になされた本件主治医への通知に

ついても、原処分の効力に影響を与えるものではない。 

４ 以上のとおり、原処分は適法かつ正当に行われており、請求人の主張は理由が

ないから、本件審査請求は棄却されるべきである。 



 

第４ 調査審議の経過 

令和８年２月20日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43条

第１項の規定に基づく諮問を受け、同月26日の審査会において、調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「法」と

いう。）に基づく精神通院医療は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第

５条第１項に規定する精神障害者のうち、通院による治療を継続的に必要とする

程度の状態にある精神障害がある者に対して支給することとされている（法第５

条第25項、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

第１条の２第３号及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律施行規則第６条の19）。そして、精神通院医療の支給認定の申請は、医師

の意見書又は診断書等を添付しなければならないとされている（同規則第35条第

２項）。 

そこで本件診断書をみると、請求人の主たる精神障害は「躁うつ病」、従たる

精神障害は「広汎性発達障害」とされている。そして、請求人は、抑うつ状態と

して「思考・運動抑制」及び「憂うつ気分」の症状が、躁状態として「多弁」及

び「感情高揚・易刺激性」の症状が、情動及び行動の障害として「暴力・衝動行

為」及び「多動」の症状が、それぞれあるとされているものの、これらの症状の

具体的な程度等については、「内服をしていない状態だが、上記症状を認めない。」

とされている。 

他方、現在の医療の内容は、６月当たり１回の支持的精神療法とされているも

のの、「海外旅行に半年出かけるなど通院は不規則である」とされ、精神障害に

対する処方はなく「当院初診後は薬剤が処方されたことが一度もない」とされて

いる。 

こうした本件診断書に記載された事実関係からすると、請求人の精神障害は、

発症時及びこれまでの治療経過においては本件診断書に記載された症状等が認

められていたものの、本件診断書の作成時点においてはその症状等は消退してい

るものであり、請求人の通院が症状等の軽減や維持等のために本件主治医の指示

に基づいて継続されているものではないため、請求人の精神障害の程度が通院に

よる治療を継続的に必要とする程度の状態にあるとは認められないとして、請求

人の精神通院医療を非該当としたセンターの判定とそれを受けて原処分を行っ

た処分庁の判断には、いずれも看過し難い過誤欠落があるとまではいえず、違法



又は不当な点は認められない。 

なお、請求人は、通院継続の意思があり、原処分後においても本件主治医の指

示どおり通院している旨及び処分庁が原処分を本件主治医に通知したことにつ

いて手続的適正に疑義がある旨主張しているものと解される。しかしながら、い

ずれも原処分が行われた後の事情であり、原処分において考慮すべき事情とはい

えないから、請求人の主張を採用することはできない。 

また、請求人は、処分庁の慎重さを欠く手続により適切な判断を行う機会を逸

している旨主張しているものと解される。しかしながら、精神通院医療の支給認

定の申請は、診断書等を添付しなければならないとされているところ、本件診断

書が精神通院医療の支給認定の申請のために本件主治医により作成されたもの

であることに鑑みれば、本件診断書には当然に精神通院医療の判定に必要な事項

が明確に記載されており、その記載内容に基づいた処分庁の判断が慎重を欠いた

ものとは認められず、請求人の主張を採用することはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請求

は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、これ

を是認するものである。 
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